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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本経済の適切な政策運営に役立てるために、日本経済

の現状をより早く、より的確に把握する体制の確立を目指した。具体的には、景気循環の局面

判断の観点からの日本経済の現状分析を行うとともに、経済制度面での歴史的変遷を踏まえた

上で、1990 年代以降の経済成長率や生産性上昇率の鈍化の原因を解明し、技術革新の活性化や

産業構造の転換による日本経済の中長期的パフォーマンスの向上の可能性を探った。景気循環

メカニズムの理論的研究や統計学・計量経済学的分析手法の研究も進めた。 

 

研究成果の概要（英文）：We attempted to establish a system with which we monitor the real time 

Japanese economy both quickly and precisely and utilize it for an appropriate policy management. More 

concretely we conducted positive analyses of the Japanese economy from the view point of business 

cycle phase judgment and, based on the historical path of economic institutions, we also studied a 

possibility of medium- to long-term improvement of economic performances by activating technological 

innovations and altering the industry structure. We also pursued theoretical investigations of the business 

cycle mechanism and developed new statistical and econometrical models.  
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１．研究開始当初の背景 

本研究プロジェクトは、浅子和美が研究代

表者を務めた2002－05年度基盤研究(A)(1)「景

気循環論の理論的・実証的再考察と景気判断

モデルの構築」の研究蓄積を踏襲したもので

あり、多くのプロジェクト参画者が研究協力

者等として両者で重複した。 

研究開始当初は、日本経済は戦後14番目の

景気循環の拡張期にあり、それは後にいざな
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ぎ景気を超えて戦後最長になったが、他方で

バブル経済崩壊後の長期不況に見舞われ、デ

フレ下の「失われた10年」からの脱却がいつ

になるかが注目される異例の状況下にあった。

このように経済活動水準と経済の変化方向が

錯綜した景気認識をもたらした当時の日本経

済は、景気循環・経済成長の解明を目指す本

研究にとっては、むしろチャレンジングな研

究対象になるとの期待感をもたらした。 

 

２．研究の目的 

本研究プロジェクトは、日本経済の適切な

政策運営に役立てるために、日本経済の現状

をより早く、より的確に把握する体制の確立

を図ることを主目的とし、そのための景気循

環・経済成長の解明を目指した総合研究であ

る。景気循環のメカニズムの理論的研究や実

証分析にあたっての統計学・計量経済学上の

分析手法の研究も射程内に据えた。 

 

３．研究の方法 

研究はいくつかの小グループに分け役割

分担体制を構築し、定例研究会（景気循環研

究会と産業景気研究会）と年 2 回ペースでの

全体コンファレンスを開催した。具体的な研

究の遂行は（1）景気循環に関する理論的研

究、（2）日本経済・世界経済のデータ分析、

及び（3）景気指標の作成、の 3 つのグルー

プに分けて同時進行させた。各グループは、

さらにサブグループに分岐することもあっ

た。 

本研究プロジェクトには少なくない研究

協力者が参画したが、研究体制は必ずしも固

定したものではなく、年度によってメンバー

は入れ変わった。この理由としては、年 2 回

ペースの全体コンファレンスに、論文報告者

や討論者として新規に参加者を募ったこと

も挙げられる。研究プロジェクトの遂行面で

は、研究協力者を含めた研究プロジェクトの

参画者の学会や外部コンファレンスでの報

告を奨励し、とりわけ、本プロジェクトに対

する中間評価において海外の研究者との交

流増を提言されたことから、海外での学会報

告に対して極力サポートすることとした。 

 

４．研究成果 

 2006 年度発足以来、研究の柱としての景気

循環研究会と産業景気研究会を定例的に開

催し、日本経済の景気判断とりわけ景気転換

点の決定に関し理論・実証両面から総合的に

分析を行った。 

景気循環に対する政策対応、特に財政・金

融政策のあり方と民間の反応、金融市場や労

働市場におけるセイフティネットの意義と経

済効率性との齟齬、などについても極力定量

的分析に努めた。この際、既存の景気予測モ

デルのパフォーマンス評価、新しい景気判断

モデルの構築、景気予測・景気判断のもとと

なる有用な景気指標の改善・開発といった計

量面での精緻化も図った。 

このほか、設備投資のストック調整原理や

在庫・出荷の循環図に見られる日本の景気循

環の特徴が、日本の金融市場や労働市場、あ

るいは日本的経済・経営システムなどの経済

制度一般に関連したものなのか否かなども考

察した。 

 アメリカやヨーロッパ諸国、東アジア諸国

などの景気循環・経済成長の特徴をマクロ的

視点から日本経済の特徴と対比することにも

注力し、為替変動と景気循環の関係、とりわ

け為替介入が景気安定に果たしてきた役割に

ついての検証も行った。 

 その方向では、2008年9月のリーマンショッ

クの勃発を本研究にとって好機到来と受け止

め、積極的に対応した。すなわち、アメリカ

のサブプライムローン問題に端を発した世界



 

 

金融危機及び世界同時不況は、景気循環研究

の視点からは大変貴重なイベントスタディの

機会となっており、同時にこれまでの研究成

果の蓄積の真価が問われる機会でもあった。

当初の計画でも、日本経済だけでなく世界の

景気循環を研究対象と設定してはいたが、研

究期間の後半では重点的に世界同時不況がら

みの実証分析を行った。 

 研究プロジェクト全体での研究成果は多岐

に亙り、中には論文によって相反する含意が

得られた研究もあり、単純に総括するのが困

難な面もある。かといって、研究成果を個別

にリストアップするには大幅に紙幅が足りな

いことから、景気循環研究会等のコンファレ

ンス論文を収録した論文集をそのタイトルと

ともに挙げると、以下のようになる。すなわ

ち、本プロジェクトの成果として、まず 

（1）浅子和美・宮川努（編）『日本経済の構 

造変化と景気循環』東京大学出版会、論文

13篇収録、全319頁、2007年7月。 

（2）浅子和美・飯塚信夫・宮川努（編）『世

界同時不況と景気循環分析』東京大学出版

会、論文15篇収録、全363頁、2011年3月。 

の2点を刊行し、本プロジェクトの前身となる

2002－05年度の基盤研究(A)(1)の成果の一部

である 

（3）浅子和美・福田慎一（編）『景気循環と

景気予測』東京大学出版会、論文13篇収録、

全374頁、2003年7月。 

と合わせて、「景気循環研究３部作」を完結

させた。３部作を合わせると、景気循環をめ

ぐる理論的研究のサーベイを含めて、速報性

と正確性・頑健性を合わせ持つ新しい景気指

標の構築、IT(情報技術）革命が進む中でのリ

アルタイムのデータ情報を用いた景気判断・

景気予測、そしてミクロ・マクロ両レベルで

の日本経済と世界経済の実証分析と、当該分

野の研究課題を一通り満遍なくカバーしたこ

とになる。 

その意味では、３部作完結が、基盤研究

(A)(1)と本研究プロジェクトを通じての当初

からの目的であったのであり、決して残され

た研究課題がない訳ではないが、定期的に行

ってきた景気循環研究会や産業景気研究会、

及び全体コンファレンスの幕引きをもたらす

ものである。なお、「景気循環研究３部作」

においては、景気循環をキーワードとした論

文総数は41篇に達し、論文執筆者やコメンテ

ーターとして参画した研究協力者はのべ66名

に上った。 

さらに、「景気循環研究３部作」に加えて、

同様の趣旨の論文集としての 

（4）浅子和美・渡部敏明（編）『ファイナン

ス・景気循環の計量分析』ミネルヴァ書房、

論文12篇収録、全338頁、2011年12月。 

と、研究代表者の著作である 

（5）Kazumi Asako, Studies on the Japanese 

Business Cycle, Maruzen Publishing Co., Ltd., 

13 chapters, 411 pages, February 2012.  

を出版した。後者は形式的には研究代表者の

英文での単著作であるが、全 13 章の実態と

しては、過去の研究をアップデイト・加筆し

た研究に加えて、本研究プロジェクトでの共

同研究に基づく成果も収録した論文集にな

っている。 

また，本プロジェクト関係の研究成果を特

集号として収録した専門雑誌論文としては 

（6）浅子和美責任編集「世界の景気循環」財 

務省財務総合研究所『フィナンシャル・レ

ビュー』通巻第90号、関連論文5篇収録、2008

年8月。 

の企画がある。 

これらの学術論文に加えて、研究成果のエ

ッセンスを一般読者向けに紹介する目的で、

日本政策投資銀行系のシンクタンクである

日本経済研究所が発行する月刊誌『日経研月



 

 

報』に、本研究プロジェクトの参画者が分担

してシリーズで執筆したものとして 

（7）シリーズ「景気循環を語る」連載全20

回、2004年12月号－2006年7月号。 

（8）シリーズ「産業・地域の景気循環と景気 

指標」連載全9回、2007年1月号－9月号。 

（9）シリーズ「日本の景気・世界の景気」連 

載全16回、2008年7月号－2009年10月号。 

の3回のリレー連載があり、本プロジェクトの

啓蒙活動として好評を博した。 

 最後になるが、ほんらい言及すべき研究成

果は以上に留まらず、研究協力者も含めての

本プロジェクト参画者の個別の専門雑誌等へ

の掲載も取り上げるべきであろうが、件数が

多数に上ることや、研究テーマも広範囲に亙

ることから原則割愛し、研究代表者や一部の

分担研究者を中心としたものについてのみ、

以下で「主な発表論文等」として記載した。 
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